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本論文は1955年以降の日本における物価現象を対象に据え、その形成メカニズム分析を中心課題
とし､それを通じてその間における日本経済の状況についても一考を加えることを付随的目的とする。
管理通貨制度のもとでは物価に対しては政策的な需要（購買力）創出というディマンド。プル要因が
働き、それが賃金コストと流動資本コストを主体とするコスト・プッシュ・メカニズムによって具体
化するため、その際の理論的枠組みは次のようになる。
管理通貨制度にビルト・インされているデイマンド・プル要因とは財政的に創出される有効需要を
下支えとして、そのうえに中央銀行信用供給の後押しによって市中銀行貸出の拡張が進められ､公的・
私的に需要を政策的に拡大させ、それが物価を押し上げる圧力のことである。
そのような需要要因がコスト。プッシュ・メカニズムを介して物価を押し上げるのは、第１に素原
材料ないし中間財としての流動資本への需要増を通じて､その価格を押し上げるからである。第２に、
政策的な購買力の造出は労働市場も逼迫させ、賃金コストも押し上げるからである。しかし、それら
両コストの安易な製品価格への転嫁は競争力の減退を招く恐れがあり、その上昇圧力を吸収するため
にも生産性の向上が追求される。その上、輸入品が流動資本を構成する割合の高いために、変動相場
制移行後円高が定着してくると、為替相場（円高）も一般物価（その抑制）に対し影響を及ぼす要因
となってくる。
つまり、本論文では現代日本物価現象に対し一般にデイマンド・プル的要因分析とコスト。プッ
シュ的要因分析という２つの課題を設ける。そして､物価現象の年代的特徴に注目して1955～69年、
1970年代初頭、1974～84年、1980年代後半、1990年代という５つの時期に区分し、それぞれ１つ
の章を割り当て、それぞれの時期における一般物価の動向を対象視することによって、次のようにそ
れぞれの現象的特徴の内包する再生産論的な含意を引き出す。
第１章では、１９５５～６９年における次のような物価動向に注目する。すなわち、卸売物価は1955
年以来の横ばいを続けており、1961～６５年景気調整局面でも落ち込まず、安定傾向を続けた。他方、
小売物価は卸売物価から乖離して上昇を、また消費者物価は小売物価からさらに乖離して上昇を示し
ていた。そして、そのような現象の本質を次のように明らかにした。
商業流通（企業間取引）で物価を押し上げるデイマンド・プル作用は、採算上では民間資本の進出
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が期待できない分野への財政投融資の増大、公共事業への一般会計の歳出の拡大を通じてそれぞれ経
済成長を刺激する公的需要、他方日本銀行信用の供給増、そしてオーバーローンの昂進の形で行わ
れた市中信用の供給（民間需要）増から構成されていた。そして、そのコスト・プッシュ作用は、高
度成長を支えた労働生産性の上昇が一般にデイマンド・プルによる物価押し上げ圧力を吸収したこと
を踏まえたうえで、大企業と中小企業、さらに製造部門と流通部門との間に存在する労働生産性の向
上度の格差が着眼点となる。労働生産性上昇率の高い成長部門の大企業においては製品価格を上げる
ことなしの従業員の賃上げ、他方それがより低い低成長部門、そして流通・サービス部門では賃上げ
と取引商品価格の引き上げというように現れた。その結果、ｌ人当たりの実質賃金（国民所得）は上
昇したのであり、卸売物価と小売物価さらに消費者物価の乖離現象は高度成長による所得の国民的な
再分配メカニズムとして機能したのである。
第２章では卸売物価と消費者物価とも騰貴がみられた1970年代初頭の現象を分析対象とする。そ
れはまず次のようにデイマンド・プル作用が働いた結果であった。輸出の増進を背景に1968年から
増加を続けてきた流入外貨は、日本銀行を通じて外為資金特別会計に買入れられ、これに対応して日
本銀行造出の追加的な信用が急増した。それはさらに金。ドル交換制の停止が発表された1971年８
月１６日以後､及び一時変動相場制度に移行した同年８月末から「スミソニアン体制｣に至る過程(1971
年９月～１２月）でも大規模に続けられた。その上、翌1972年夏以後は「調整インフレ策」推進とい
う政府の政策方針が、日本銀行による景気抑制政策の実施を遅らせた。しかし、1973年２月１４日変
動相場制度への移行によって、ドル買い介入の義務から解放され、それだけドル買いにより円の流動
』性を追加供給するリスクがなくなると同時に、物価安定を目指す金融財政政策の自由度が増すと見込
まれたため、日本銀行は４月以降、公定歩合引上げを含めた政策を開始した。
しかし、企業はその間過大な流動性を保持していた。それは市中銀行に預金という形で流入し（金
融緩和)、その信用創造能力を増大させた。そして、それらによって形成される購買力が追加的な投
機需要を作り出し、卸売価格を釣り上げて、一般的流通においても消費者物価騰貴を促した。
そのようなディマンド・プルによる物価押し上げはコスト・プッシュ的要因分析によると、賃金
上昇率は高度成長期以上に高まる一方で、労働生産性の上昇率も頭打ちとなるだけに止まらず、石油
ショックに見舞われたことによって説明される。以上のような考察によって､第２章ではコスト・プッ
シュ作用がディマンド・プル作用に追加され、真性インフレーションに陥ったことが立証された。
第３章の課題は1970年代後半～1980年代前半の一般物価の動向の原因分析である。すなわち、卸
売物価も消費者物価と同じように、第２次オイル・ショックによる影響を受け高騰を示した1980年
を除けば、その間を通じて安定的な低率推移を続け、しかも両物価の伸び率の乖離幅は1970年代前
半以前に比べてかなり小さくなったことの原因の解明を目的とする。
物価形成におけるデイマンド・プル側面を明らかにするために、第２次産業の中心が生産基鱸整備
を大規模に必要とする素材供給型から加工組立型へ移行した上、第２次産業の国内総生産に占める
シェアの低下に対し第３次産業のそのシェアが伸びるという産業構造変化、及び企業によって進めら
れた「減量経営」を視野に入れる。財政支出による生産基盤整備が民間設備投資を促すことは容易で
はなくなったことから、公的需要は物価の低落を押し止めるという程度にしか作用しなかった（公的
ディマンド・プル効果)。その上で製造業に対する市中銀行貸出は全体として停滞的であり、その点
での民間需要によるデイマンド・プル効果の物価への作用もかなり弱かった。しかし、上述のように
非製造業（第３次産業）が発展し、市中銀行信用は非製造業を媒介して商業流通における需要（デイ
マンド・プル作用）を増大させた。
他方、コスト・プッシュ゜メカニズムの働きを究明するため、まず卸売物価の安定の原因をまず賃
金コストの削減に求め、さらに第２次オイル゜ショックによる原油価格の上昇の影響を特別に扱いな
がら、円相場動向に影響をうけた輸入物価とその国内卸売物価に対する作用メカニズムを浮き彫りに
した。そして消費者物価の動向を考察する際、労働生産性向上の可能性の低いサービス産業の拡大と
102
そこにおける賃金コスト上昇分の物価への転嫁を論点とした。しかし、製造工業部門において「減量
経営」に伴って就業者数が抑えられた結果、そこから商業・サービス部門への賃上げ波及の圧力は大
きいものではなかった。すなわち、1970年代後半以降前段で指摘したような産業構造の変化が起き、
製造工業部門で造出される付加価値の伸びが低くなったため、商業・サービス部門労働者に対するそ
の分配の余地がより狭くなったというのが、その波及の圧力が弱まったことの含意である。
プラザ合意以降の1980年代後半物価動向を第４章において考察する。プラザ合意と急激な円高を
契機に陥った不況の対策として1985年末財政政策と金融政策が動員され、不況は1986年末には克服
された。しかし、その後日本経済は好景気に移行したにもかかわらず、いわゆる資産価格の騰貴は別
として、一般物価が際立って釣り上がるようなことはなかった。その原因の究明がこの第４章の目的
である。
金融・財政の両面から創出された追加需要は一般物価へのディマンド・プル効果を発揮するはずで
あった。しかし、その効果をそぐ要因がコスト面においてこの時期から新たに成長してきていた。そ
れというのは円高の定着及び対外直接投資増加（東アジア諸国からの安価製品の日本への逆輸入の拡
大）による輸入物価の低下にほかならない。コスト・プッシュ的要因分析として、前の３つの章の場
合と同じく、製造工業における労働生産』性、付加価値と労働分配率の推移を取り上げたほかに、物価
上昇抑制要因として輸入物価の低下の役割が強く指摘される。
1990年代の日本では一般物価動向は卸売物価、消費者物価ともに低下する傾向が徐々に強まり、
世紀の転換後にはそれは政府や日本銀行によって「デフレ」あるいは「デフレ・スパイラル」として
扱われるに至った。第５章では、以上のように世紀の転換をまたいで生じた卸売物価消費者物価の
下落現象に対し、それを「デフレ」と規定することの当否を含め、なぜそのような現象が生まれたの
か考える。
まず物価に対するデイマンド・プル効果を検討するために、物価を押し上げる日本銀行信用と財政
支出の動向を取り上げる。日本銀行信用も財政支出もかつてなく拡大的に運用されている事実が照ら
し出される。しかし、「ストック調整」を迫られる長期不況のもとでは、金融財政の両面からの需要
刺激策もその効果を上げることができず、物価現象に対しても金融財政の側からそれを押し上げる効
果は認められないというのがその実態であった。
以上のような論述に引き続き、それ（デイマンド・プル作用の弱化）をコスト・プッシュ・メカ
ニズム解析によって説得的にする。まず各産業分野において卸売物価、消費者物価ともに低下傾向に
あったことを順次確かめる。ついで日本企業の進出が目立った東アジアの生産現地からの安価な輸入
品の拡大が日本国内の物価に与える影響を追究する。すなわち、輸入数量が増大していくことを確認
し、輸入物価の動向（低下）が物価全体の押し上げをもたらしたことを究明する。そして、所得（賃
金）の動向を取り上げ、1990年代においてはコストプッシュ。メカニズムが作用しなくなったこ
とを指摘した後､実質賃金（国民所得）の動向の分析を通じて「デフレ」規定の不当性を導き出し､｢デ
フレ」論の批判的検討を行う。
最後に、以上５つに区切った時期における物価動向及び国民所得の再分配メカニズムの変化に着目
し、現代日本経済における物価形成メカニズムを総括することによって本研究の結びとする。
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Abstract
ＴｈｅａｉｍｏｆｔｈｅｐａｐｅｒｉｓｔｏａｎａｌｙｚｅｔｈｅpricemechanisminJapanduringtheperiodfToml955tothel990s
fromtwｏｐｏｉｎｔｓｏｆｖｉｅｗ：“demand-pull，，ａｎｄ‘`cost-push，，、TheinHuenceofthesetwofactorsunderthe
managedculrencysystemisinclinedtocausepricestoincrease・Ｔｈｅ“demand-pull，,factorhasbeenfOnned
asaresultofadditionalconsumptionpowercreatedbyfiscalandmonetarypolicies,while“cost-push，'refers
tothepressureofrisingproductioncostuponpricesconsistingofcostsofcirculatingcapitalandwageaTb
increaselaborproductivityisthewaytoreducethepressurｅｏｆｐｒｏｄｕctioncost,sotheanalysisofitsrateis
important・
Thepaperconsistsofiivesections,eachcorrespondingtothefWeperiodsdiscussedwithinthepaper､The
firstsectioniswritteninregardstotheperiodofthehigheconomicgrowthrateinJapan(1955-69）．Wholcsale
pricesremainedstableanddidnotcollapseevenunderthedepressionintheearlyl960s,whileretailprices
continuedtoriseseparatelyfiromwholesaleones､However,atthebeginningofthel970s,wholesalepriceshad
beguntoincrease,sothesituationchangedinsuchawaythattheratesoftheincreaseofwholesaleandretail
priceswerereversedThus,thesecondsectioniUustratesthepricemechanismintheearlyl970s・
Theaimofthethirdsectionistoanalyzethepricemechanismintheperiodfroml976tol984Exceptthe
periodofthesecondoilshock（1979-81），notonlypriceswerelowrisingandstable,butalsothedifference
betweentheratesofwholesaleandretailpriceshadreducedThefOrthsectionconcernsthephenomenonofthe
ratesoflowpricesundertheeconomicrecoveryinthelatel980s・Thefifthsectionpertainstothelowratesof
bothpricesandtheproblemofdepressioninthel990s・
Finally,thepaperilluminatesthepricemcchanisminJapananddrawstheconclusionaboutthemechanismof
addedvalue(nationalincome)reallocationfromthemanufacturingsectortocommerceandserviceindustry．
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論文審査結果の要旨
本論文は1950年代半ば以降の日本における物価現象についてその形成メカニズムの分析を課題と
し､その現象的特徴から対象期間を55年から69年まで､70年代初頭､76年から84年まで､80年代後半、
そして90年代に５区分してそれぞれ１つの章を当て､それら各期における物価現象に対しデイマンド・
プル要因分析とコスト・プッシュ要因分析という２つの視点からから接近を試みたものである。その
ような方法は、管理通貨制度（供給過剰体制）のもとでは政策的な需要（購買力）創出というデイマ
ンド・プル要因が物価に対しては1恒常的に押し上げ作用し、そしてその押し上げは賃金コストと流動
資本コストに対するコスト。プッシュ。メカニズムによって具体化するという考えに基づいている。
第１章で問題視される物価現象とは､卸売物価は横ばい的に安定的な推移を示しているのに対して消費者
物価はそれから乖離して上昇しているという､両物価の乖離的な動きが顕著だったということである｡それに
ついては､財政構造及び信用構造分析的に政策的な需要創出とその物価押上げ作用を明らかにし､その押し
上げ圧力のもとで働くはずのコスト・プッシュ・メカニズムは企業間(卸売流通に位置する企業と小売流通に
位置する企業との間)の労働生産性上昇率には格差があるために企業間でその作用に違いが現れ､それが両
物価の乖離的な動きに現れたことを実証した(｢生産性格差インフレ｣ではなく｢生産性上昇率格差インフレ｣)。
しかし、７０年代に入ると、両物価とも際立った上昇を示すようになり、その原因分析が第２章で
行われる。信用面では固定為替相場制度の動揺とその崩壊を背景とする流入外貨の増加に伴う財政資
金としての日本銀行信用の増加（金融の緩和政策)、財政面では「列島改造」論に基づく調整インフ
レ政策の実施、そしてそれらに刺激された市中信用の膨張が卸売流通だけでなく小売流通でも投機需
要を肥大させ、卸売物価だけでなく消費者物価も急騰してくる。賃金上昇率もそれを追って高まり、
他方労働生産性の上昇率も頭打ちとなり、その上石油価格の上昇というコスト・プッシュ要因が加わ
り、インフレが真性化したことが立証された。
第３章は76年から８４年までの間（第２次オイル・ショックを受けた８０年を除いて)、卸売物価と
消費者物価の上昇の乖離幅が第１期に比べて縮小してきた理由を解明している。すなわち、財政の国
債依存度の上昇は財政支出の拡大の歯止めとなり、また国内総生産に占める第２次産業の比重の低下
(産業構造の変化）と企業行動の変化（減量経営の追求）は市中銀行信用の停滞を招き､物価へのディ
マンド。プル効果は財政信用の両面から働きにくくなったのが当該期の特徴であり、それが第１期と
同じようなコスト・プッシュ。メカニズムが作用する余地を狭くしたためであることを突き止めた。
第４章では､85年９月プラザ合意後｢円高不況｣を脱した８６年末からの好況局面において卸売物価、
消費者物価はともに安定的に推移したことについて、好況期なのになぜ物価は高騰しなかったのかが
追究されている。円高の定着及び対外直接投資（東アジアからの安価な製品の逆輸入）の拡大によっ
て輸入物価が低下してきたことに光が当てられた。
そして、プラザ合意後に始まるそのような物価形成構造の変化は、９０年代においては両物価をし
て低落傾向に向かわせるようになる。その原因を論じたのが第５章である。ストック調整を迫られる
不況のもとでは、財政金融両面からの需要刺激策もその効果を上げることができずに物価に対しても
デイマンド゜プル効果はみられず、まずまず顕著になる日本企業の東アジアヘの進出の拡大（安価の
逆輸入品の増加）は国内物価に対してはコスト・プッシュ効果どころかコスト・プッシュ・ダウン効
果を発揮するようになってきていることを析出した。
さて、以上のように進められてきた現代日本の物価現象の形成メカニズムの体系的な研究は、研究
史上あまり手がつけられずにきた分野である。しかも、それを明確な分析の理論的な枠組みのもと強
固な体系性をもって完成させているのが本論文である。予備審査で指摘された問題点の修正・克服に
遺漏はなかったが、それもその接近の理論的な角度が的確であったことの賜物だと思われる。課程博
士論文として意義のある論文であると評価できる。
１０５
